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高齢者の保健事業と介護予防等との 
一体的な実施を推進するため 

広域連合の財源で市町村が実施する事業等 
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第１ 委託事業の実施に係る広域連合及び市町村における体制整備等 

  高齢者の保健事業と介護予防等との一体的な実施を効果的かつ効率的に進

めるため、広域連合においては、域内の構成市町村と十分に協議した上で、広

域計画に構成市町村との連携に関する事項を定め、当該広域計画に基づき、高

齢者保健事業を市町村に委託する。市町村においては、広域計画に基づき高齢

者保健事業の委託を受けた場合において、高齢者の保健事業と介護予防等と

の一体的な実施の事業内容を含む基本的な方針を定め、広域連合との委託契

約及び基本的な方針に基づき事業を実施する。 

 

第２ 市町村において配置する医療専門職 

 高齢者の保健事業と介護予防等との一体的な実施に係る事業について、次の

医療専門職を配置して事業を行うものとし、広域連合は委託事業費を交付する。

当該委託事業費について、国は特別調整交付金により支援する。 

なお、事業の実施に当たっては、市町村の実情に応じて、同一の医療専門職

が下記１及び２のそれぞれの業務の一部を併せて実施するなど、当該市町村に

おいて必要な調整を行っても差し支えない。 

１ 市町村において、ＫＤＢシステムを活用し医療レセプト・健診（後期高齢

者の質問票の回答を含む。）・介護レセプトのデータ等の分析を行い、一体的

実施の事業対象者の抽出、地域の健康課題の把握、事業の企画・調整・分析・

評価等を行う保健師等の医療専門職（当該業務の一部を他の職員等と分担し

て実施しても差し支えない。） 

２ 市町村内の各地域（日常生活圏域を想定）において、通いの場等への積極

的な関与や個別訪問等の支援を行う医療専門職（保健師、管理栄養士、歯科

衛生士等） 

 

第３ 対象事業（広域連合からの委託事業） 

広域連合において、高齢者の保健事業と介護予防等との一体的な実施に関す

る事業を構成市町村に委託し、当該事業の実施に必要となる医療専門職の配置

に係る財政的な支援を行うに当たっては、委託を受けた市町村において、次に

掲げる事業を行うものとすること。 

 
１ 事業の企画・調整等 

（１） ＫＤＢシステムを活用した分析を行い、その結果に基づいて健康課

題の明確化を行う。その上で、庁内外の関係者間で健康課題の共有や既
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存の関連事業との調整や地域の医療関係団体等との連携を進める。また、

地域の多様な社会資源や行政資源を踏まえ、事業全体の企画・調整・分

析等を行う。 

（２） 通いの場等への積極的な関与等の取組については、各地域における

通いの場の実施状況や実施内容の情報、参加者の状況等を把握し、庁内

関係者と調整をしながら、積極的な関与を行う実施箇所及び実施回数を

含めた事業計画を策定する。 

市町村国保の保健事業と連携可能な取組については、国保部門と連携

した事業計画を策定する。例えば、国保の保健事業で実施する糖尿病性

腎症重症化予防事業の対象者に対する支援が 75 歳以降も途切れないよ

う、高齢者保健事業においても同様の支援を実施する。また、市町村の

衛生部門における高血圧予防教室等､生活習慣病対策との連携した事業

を実施する。 

（３） 事業の実施に当たっては、庁内外の関係者間において、定期的な打

合せやケース検討を行うなど、進捗状況の共有を図る。また、必要に応

じて、地域住民や医療機関、かかりつけ医、かかりつけ歯科医等とも事

業の状況について共有を図る。 

 
２ ＫＤＢシステムを活用した地域の健康課題の分析・対象者の把握 

（１） ＫＤＢシステムから被保険者一人ひとりの医療レセプトや健診に係

るデータ（後期高齢者の質問票の回答を含む。）、介護レセプト、要介護

認定情報等を把握し、市町村全体や地域単位などの集計データをもとに、

全国・県平均、同規模市町村平均等との比較、経年変化などから、重点

課題を明確化する。なお、健康保険法等改正法（令和元年法律第９号）

により、委託を受けた市町村については、医療、介護、健診等の情報を

一体的に活用することが可能となったところであり、課題の分析等に当

たっては、庁内関係部局が連携して実施する。 

 (２)  ＫＤＢシステムのデータに加え、市町村が有する介護予防・日常生

活圏域ニーズ調査や健康増進計画、国保データヘルス計画等の分析結果

のデータ等も活用し、圏域の高齢者の疾病構造や生活習慣、要介護度、

受診状況等を活用して、地域の健康課題の整理・分析を行う。 

（３） 新たに作成された、後期高齢者の質問票については、フレイルなど

の高齢者の多面的な課題を把握し、高齢者一人ひとりの状態を踏まえた

相談・指導や必要な支援につなげていくために広く活用することが期待
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されるものである。このため、健診の場はもちろん、通いの場など様々

な場において、広く活用することを検討する。 

（４） 後期高齢者の質問票の回答や地域において活用するチェックリスト

など高齢者のフレイル状態等に関する情報も分析し、フレイル状態にあ

る高齢者やフレイルのおそれのある高齢者など、一体的実施において支

援すべき対象者を抽出する。 

（５)  上記（１）から（４）までの手法により、医療・介護双方の視点か

ら高齢者の状態をスクリーニングし、社会参加の促進を含む各地域の対

象者の課題に対応したフレイル予防等の一体的な取組につなげる。 

 
３  医療関係団体等との連絡調整 

地域の医療関係団体等と積極的な連携を図り、一体的実施の事業の企画

の段階から健康課題の共有、事業企画等の相談を進めるとともに、事業の

実施後においても今後の事業展開につなげるため実施状況等についての

報告を行う。 

（１） ＫＤＢシステムから、それぞれの地域で高齢者に多い疾病や増加

している疾病、健診・医療未受診者の割合が高い地域など、各地域で

着目すべき課題や優先順位の検討につながる情報を提供し、事業メニ

ューの企画・相談等、事業全体に対する助言や指導を得る。 

（２） 上記（１）で把握した疾病のうち、重点課題と考えられる疾病につ

いて、医療機関への受診勧奨に関する基準づくりや市町村と医療機関

間の連絡様式等の検討を行う。 

（３） かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬剤師のいる薬局等

においても高齢者の状況に応じて通いの場等への参加勧奨を行える

よう、医療機関等に対し、事業案内や通いの場のマップなどを活用し

て必要な情報共有に努める。 

 
  ４ 高齢者に対する支援内容 

  高齢者に対する個別支援（ハイリスクアプローチ）と通いの場等への積

極的な関与等（ポピュレーションアプローチ）の双方の取組を行う。 

（１）高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ） 

医療専門職が、ＫＤＢシステムを活用し、低栄養防止・重症化予防

等を行うための訪問相談、適正受診等の促進のための訪問指導、健康

状態が不明な高齢者等に対するアウトリーチ支援等を行う。 
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ア 低栄養防止・重症化予防の取組 

低栄養、筋量低下、口腔機能低下等による心身機能の低下の予防・

生活習慣病等の重症化予防等を行うため、かかりつけ医やかかりつ

け歯科医等と連携しながら、医療専門職による立ち寄り型の相談や

訪問相談・保健指導等を実施する。対象となる事業は、次のとおり

とする。 

    （a）栄養・口腔・服薬に関わる相談・指導 

    （b）生活習慣病等の重症化予防に関わる相談・指導 

イ 重複・頻回受診者、重複投薬者等への相談・指導の取組 

レセプト情報等により抽出した重複・頻回受診者、重複投薬者、

併用禁忌薬がある者及び多量投薬者に対する、医療専門職による適

正受診・適正服薬の促進のための相談・指導 

ウ 健康状態が不明な高齢者の状態把握、必要なサービスへの接続 

（a）ＫＤＢシステム等により抽出した過去 1年間のレセプト情報等

をもとに、医療や介護サービス等につながっておらず健康状態が

不明な高齢者や閉じこもりの可能性がある高齢者等について抽出

する。 

（b）上記(a)の高齢者に対するアウトリーチ支援を行い、後期高齢

者の質問票や各種チェックリスト等により健康状態や心身機能

を把握し、相談・指導を実施する。また、必要に応じて、受診勧

奨など適切な医療・介護サービスにつなげ、生活習慣病等の未治

療・治療中断者に対する受診勧奨、通いの場等への参加勧奨など

を行う。 

 

(２) 通いの場等への積極的な関与等（ポピュレーションアプローチ） 

通いの場等において、ＫＤＢシステム等により把握した地域の健康課

題をもとに、医療専門職が次に掲げる健康教育、健康相談等を実施する。 

 

ア 通いの場等において、フレイル予防の普及啓発活動や運動・栄養・

口腔等のフレイル予防などの健康教育・健康相談を実施する。また、

ＫＤＢシステム等により把握した地域の健康課題をもとに、具体的な

事業メニューや教材、運営方法など取組の充実に向けたアドバイス等

を実施する。 

なお、実施に当たっては、多くの通いの場に積極的な関与を行うこと
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とし、特に、これまで医療専門職が関わってこなかった通いの場につい

ては、計画的に関わるよう努める。 

イ 通いの場等において、後期高齢者の質問票を活用するなど、フレイル

状態にある高齢者等を把握し、低栄養や筋力低下等の状態に応じた保

健指導や生活機能向上に向けた支援等を行う。また、状況に応じて、身

長、体重、血圧等の測定や握力等の体力測定を実施し、高齢者の全身状

態の把握に努める。 

ウ 通いの場等における取組において把握された高齢者の状況に  

応じて、健診や医療の受診勧奨や介護サービスの利用勧奨などを行う。 

※ なお、介護予防の通いの場等だけではなく、駅前商店街やショッ

ピングセンターなど高齢者が日常的に立ち寄る機会の多い生活拠点

においても、地域の実情に応じ、高齢者の健康に関する相談や不安

等について日常的に気軽に相談が行える環境づくりを行い、より多

くの高齢者の健康づくりに寄与する取組を行うことも考えられる。

また、必要に応じて、フレイル予防の普及啓発活動や介護予防の通

いの場等への参加勧奨を行う。 

 

第４ 実施要件 

 １ 企画・調整等を担当する医療専門職が行う業務について 

  （１） 企画・調整等を担当する医療専門職は委託事業の進捗管理を行うと

ともに、ＫＤＢシステム等を活用して事業の実績を整理しつつ、事業の

評価を行い、業務チェックリスト（※）及び実績報告書を作成する。（当

該業務の一部を他の職員等と分担して実施しても差し支えない。） 

    なお、広域連合においては、市町村から提出された当該業務チェッ

クリストの内容を審査のうえ、未実施項目がないことを確認するとと

もに、実績報告書の内容を確認・取りまとめの上、厚生労働省に提出す

る。 

（※）上記第３の対象事業の履行状況を確認するためのチェックリストを想定。当

該チェックリストは実績報告書に添付。 

   

２ 地域を担当する医療専門職の業務について 

  （１） 高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ）（上記第３の

４（１）。次号において同じ。）については、「ア 低栄養防止・重症化

予防の取組」、「イ 重複・頻回受診者、重複投薬者等への相談・指導の
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取組」及び「ウ 健康状態が不明な高齢者の状態把握、必要なサービス

への接続」のうちいずれか１つ以上を実施する。 

  （２） 高齢者に対する個別支援（ハイリスクアプローチ）について、次の

とおり実施すること。 

ア 「ア 低栄養防止・重症化予防の取組」については、次のとおり

実施する必要がある。 

（a） 対象者の抽出基準が明確であること 

（b） かかりつけ医と連携した取組であること 

       ※ かかりつけ医（対象者が既に受診しており、かかりつけ医が

明確な場合に限る。）や医師会との連携をいい、連携とは、情報

提供、助言、実施協力等の関わりを含む。 

（c） 保健指導を実施する場合には、医療専門職が取組に携わること 

（d）事業の評価を実施すること 

（e） 「ア 低栄養防止・重症化予防の取組」の「（b）生活習慣病等

の重症化予防に関わる相談・指導」に係る事業のうち糖尿病性腎

症重症化予防事業を行う場合には、地域の実情に応じて各都道

府県の糖尿病対策推進会議等との連携を図ること 

※ 直接又は都道府県等を通じた糖尿病対策推進会議等との連

携をいい、連携とは、情報提供、助言、実施協力等の関わりを

含む。 

（f） 「ア 低栄養防止・重症化予防の取組」の「（b）生活習慣病等

の重症化予防に関わる相談・指導」に係る事業を行う場合には、

実施計画の策定段階から、必要に応じて、第三者（国民健康保険

団体連合会に設置された保健事業支援・評価委員会、有識者会議、

大学等）による支援・評価を活用すること 

   イ 「イ 重複・頻回受診者、重複投薬者等への相談・指導の取組」

については、次のとおり実施する必要がある。 

    （a）受診状況等により指導を要すると医療専門職が選定した者を対

象とし、個別に指導票を作成・管理の上、指導後の受診状況等を

把握・分析するなど、効果的な事業実施を図ること 

     （b）指導後の状況により再指導が必要と認められる場合には、再指

導を実施すること 

   （３） 通いの場等への積極的な関与等（ポピュレーションアプローチ）

（上記第３の４（２））について、同（２）アからウまでの健康教育・
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健康相談等の事業を実施すること。その際、次のアからオまでについ

て配慮すること。 

なお、上記の健康教育・健康相談等の事業については、７５歳未満

の者が参加した場合であっても、経費の按分は求めないこととする。 

ア ボランティア組織と連携し、健康やフレイルに関する情報提供、

意識啓発等の実施や、市町村の健康まつりや健康イベント、各種講

演会等の機会を捉えてフレイルに関する情報提供や健康教育等を

実施するなど、有効な方法を検討する。 

イ 市民ボランティアにフレイルチェックのノウハウ・留意事項等を

学ぶ機会を提供して、参加する者も楽しみながら支え手となれる取

組を紹介し、教室や研修等の活動に参画いただく。 

ウ 通いの場等において実施する上記第３の４（２）ア及びイを行う

に当たっては、従来、フレイル予防等に関心を持ってこなかったよ

うな住民の健康意識を喚起する取組とする。 

エ 比較的健康な高齢者に対しても、通いの場への参加勧奨やフレイ

ルや疾病の重症化のリスクに対する気づきを促し、運動・栄養・口

腔等の予防メニューの参加を勧奨するなど、既存事業等と連携した

支援とする。 

オ 住民主体で運営されてきた通いの場の特性を踏まえ、健康サポー

ター等の育成や元気な高齢者の主体性を尊重した活動を促すなど、

住民を支援し参加意識等を向上させる取組を通じて、市民自ら担い

手となって、積極的に参加できるような機会を検討する。 

 
３ 留意事項 

（１） 市町村における留意事項 

ア 市町村の状況や取り組む課題等によって、高齢者医療制度や国民健

康保険の担当部局が中心となる場合や、健康づくりの担当部局が中心

となる場合、介護保険の担当部局が中心となる場合等、様々な枠組み

が考えられるが、いずれにせよ、部局ごとに本事業の検討を進めるの

ではなく、庁内各部局間の連携を円滑に進める。 

また、その際、これまで実施してきた保健事業の内容等を踏まえ、 

関係各部局における既存の社会資源や行政資源等を勘案し、具体的な

地域の課題はどのようなものが挙げられるのか、どのような取組を進

めていくのか、どのような医療専門職が必要となるのかといったこと
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を検討し、広域連合との具体的な調整を進める。 

イ  事業の実施に当たっては、医師会をはじめとする地域の医療関係団

体の協力が不可欠であり、事業の企画段階から三師会や看護協会、栄

養士会、歯科衛生士会等の協力を得つつ、事業を進める。 

また、市町村が必要な医療専門職全員を新たに確保することが困難

な場合には、三師会等の医療関係団体をはじめ、地域の医療専門職と

連携し、業務の一部を委託することも検討する。 

ウ  保健事業の一部を関係機関又は関係団体に委託できるが、保健事業

の企画立案や事業の実施状況の把握・検証等については市町村が責任

をもって行うこととするとともに、事業の実施・運営等を適切に実施

できる関係機関又は関係団体に委託することとし、また、地域の医療

関係団体等との円滑な情報共有・連携に努める。 

（２） 広域連合における留意事項 

市町村に委託するに当たって、保健事業の企画調整とともに、ＫＤＢ

システム等を活用した域内全体の高齢者の健康課題や構成市町村にお

ける保健事業の取組状況等の整理・把握・分析、構成市町村への支援、

都道府県や各国民健康保険団体連合会との調整等の取組を適切に行う。 

（３） 都道府県における留意事項 

一体的実施の取組が着実に進むよう、都道府県内においても関係部局

が連携して、広域連合や市町村に対する専門的見知等からの支援や、広

域連合とともに事業の取組結果に対する評価や効果的な取組の分析等

の支援を検討する。 

また、必要に応じて、都道府県から、都道府県単位の三師会等の医療

関係団体等に対して、技術的な援助等を求めるなど、一体的実施の円滑

な推進を支援するための対応を検討する。 

    (４) 個人情報の取扱いに関する留意事項 

     ア  広域連合と市町村の間での情報の授受 

広域計画に基づき一体的実施の事業委託を受けている等の要件を

満たす市町村と、広域連合は、高齢者の医療の確保に関する法律の

規定により、効果的かつ効率的な保健事業を実施するために必要と

なる被保険者の医療・介護・健診等の情報の提供を求めることがで

き、求められた場合には提供しなければならない。なお、情報の授

受については、ＫＤＢシステムを通じて行われることになる。 

共有する個人情報の取り扱いについて、担当者に対する周知徹底
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等も含め、各自治体は、個人情報保護条例等を遵守し、厳正な管理

を行う必要がある。また、下記の事項に留意し、広域連合と構成市

町村において取り扱いに齟齬をきたすことのないようにする必要が

ある。 

なお、広域連合から市町村への事業の委託に当たっては、市町村

における個人情報に係る具体的な措置や情報セキュリティ対策を確

認する必要がある。 

      イ  市町村から関係機関等に委託する場合の留意事項 

一体的実施等の保健事業の事業委託を受けた市町村は、当該事業

を適切かつ確実に実施することができると認められる関係機関又は

関係団体に委託することができ、この場合、事業の実施に必要な範

囲内において被保険者の医療・介護・健診等の情報を提供すること

ができる。 

ただし、当該市町村は、委託を受けた関係機関等が個人情報を適

切に管理し、適正な目的で使用していることを監督する責任を負う。

また、これらの関係機関等に対して、委託した事業を実施するため

に必要な範囲を超えた個人情報の提供は認められない。加えて、委

託を受けた関係機関等には、法令上、秘密保持義務が課されるとと

もに、漏洩した場合には罰則が科されること等が新たに規定された。

市町村から関係機関等に対しては、適切な事業運営が行われるよう

要請する必要がある。 

ウ  ボランティア参加者への情報提供に関する留意事項 

一体的実施を推進するにあたり、ボランティア参加者が、通いの

場における保健事業や健康教室等の運営補助として事業展開に関わ

ることが想定される。その際、事業に参加した高齢者の情報を高齢

者本人から取得することも考えられる。こうしたこと自体は差し支

えないが、知り得た情報をみだりに口外することのないよう、市町

村はボランティア参加者に個人情報保護の観点から配慮を求めてい

く必要がある。 

他方、 ＫＤＢシステムによる医療・介護・健診等の個人情報を個

別に把握して支援を行う業務は、基本的には医療専門職が取り組む

べきものであり、運営補助等の業務を行うために共有する必要はな

いことから、原則として、ボランティア参加者に医療・介護・健診

等の個人情報を提供しないよう留意する必要がある。 
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なお、市町村において、保健事業を効果的かつ効率的に実施する

ためにＫＤＢシステムによる医療・介護・健診等の個人情報をボラ

ンティア参加者に提供する必要がある場合には、ボランティア参加

者に対して予め個人情報の取扱いに関する研修を行う等、市町村に

おいて定めている個人情報の取扱いに沿って運用することが求めら

れる。 

エ  関係機関等から他の関係機関等への事業の再委託に関する留意事

項 

市町村等は、事業を適切かつ確実に実施することができる関係機

関に事業を委託し、当該機関が個人情報を適切に管理し、適正な目

的で使用していることを監督する責任を負う。委託した関係機関等

から他の関係機関等への再委託については認めないものとする。 
 

第５ 広域連合から交付する費用 

１ 委託事業費として交付 

   広域連合は市町村との委託契約に基づき、市町村の「基本的な方針」や委

託契約に定めた事業を市町村が適正に実施することを条件に、事業の実施

に必要な費用を委託事業費として交付する。 

   なお、広域連合から交付される委託事業費については、市町村の実情に応

じて、一般会計、後期高齢者医療特別会計、国民健康保険特別会計、介護保

険特別会計等の適当な会計に組み入れることとする。 

２ 委託事業費として想定する額 

委託契約に定めた事業を市町村が適正に実施するため、次に掲げる業務

について必要な費用を交付する。 

なお、複数の市町村が連携・協力して事業を進めることも効果的かつ効率

的な事業展開において有意義であることから、関係市町村及び広域連合と

の協議の上、下記の（１）及び（２）の医療専門職が複数の市町村の事業に

関与することは差し支えない。必要な費用については、所属する市町村に交

付、又は実働時間等に応じて按分して交付する。 

（１）企画・調整等の業務に要する費用 

上記第３の「１ 事業の企画・調整等」、「２ ＫＤＢシステムを活用し

た地域の健康課題の分析・対象者の把握」及び「３ 医療関係団体等との

連絡調整」に係る業務を実施するため、年間を通じて当該業務に従事する

医療専門職の配置に必要な費用（各市町村に正規職員１名を配置するこ
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とを念頭に、厚生労働省において予め定額を示すことを予定。）及びその

他経費。 

（２）高齢者に対する個別的な支援や通いの場等への関与等の業務に要する

費用 

   上記第３の「４ 高齢者に対する支援内容」の業務（「高齢者に対する

個別的支援」及び「通いの場等への積極的な関与等」）を各市町村内の各

地域において適切に実施するため、当該業務に従事する医療専門職の配

置に必要な費用（市町村内において実際に事業を実施する各地域（日常生

活圏域を想定）に配置。「令和元年度後期高齢者医療制度事業の実施につ

いて」（令和元年６月 20 日付け保高発 0620 第 1 号）の「２．医療費適正

化等推進事業」の基準額単価をもとに、年間を通して業務に従事すること

を前提に、厚生労働省において予め定額を示すことを予定。）及びその他

経費。 

３ 委託事業費の対象となる事業を実施する医療専門職の雇用形態等  

委託事業費の対象となる医療専門職については、既に市町村に配置されて

いる医療専門職が委託に係る業務を実施する場合であっても交付の対象と

するが、広域連合からの委託に係る業務を年間を通じ適正に実施する必要が

ある。 

なお、企画・調整等の業務に従事する医療専門職は正規職員を念頭に置い

ているが、各地域において個別的な支援や通いの場等の関与等の業務を行う

医療専門職については常勤、非常勤等を問わない。 

４ 市町村からの委託に要する費用 

市町村の実情に応じて、保健事業の一部について、事業の実施、運営等を

適切に実施できる関係機関又は関係団体に委託することは可能であるが、当

該委託に要する費用に関し広域連合から交付する額については、厚生労働省

において予め提示する定額の範囲内で交付することができる。  
５ その他 

    広域連合から交付される委託事業費を活用して、新たに医療専門職を地

域包括支援センター内に配置し、一体的実施等の保健事業を実施することは

差し支えない。ただし、当該医療専門職は、一体的実施等の保健事業に従事

する必要があり、人件費等の会計処理も地域支援事業交付金と明確に区分す

ることが必要である。また、当然ながら、地域包括支援センターの包括的支

援事業等の業務に影響を生じることのないよう留意する必要がある。 

    一体的実施等の保健事業に係る委託事業を行うため、地域包括支援セン
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ター内に新たに配置する医療専門職については、上記第３の４の高齢者に

対する支援内容に係る業務を実施することとなるが、当該業務の健康教育・

健康相談等の一環として、介護サービスに係る支援を行うことも差し支え

ない。 

     

第６ 実績報告における留意点 

委託事業の履行状況については、業務チェックリストや事業実施計画書の実

施状況を確認することを想定している。 

以上 


